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伊方原発再稼働の中止と廃炉、再生可能エネルギー優先の対策 

を求める要請 
 

東電福島第１原発事故からまもなく４年が経過しようとしていますが、原

発事故は「収束」するどころか、事故やトラブルに見舞われ、汚染水漏れも

続き、海へも流出しています。東電福島第１原発事故の教訓は、事故によっ

て放射性物質が一旦外部に放出されると、これを押さえることができないこ

とが明らかになりました。原発は「異質の技術」で危険なもの、人類と共存

できないものであることを示しました。この現実を踏まえて福井地方裁判所

は昨年５月２１日、関西電力大飯原発３，４号機の再稼働差し止めを求めた

裁判で、「運転してはならない」とする判決を言い渡しました。この福井地裁

の判決は、そのまま伊方原発の再稼働問題にもあてはまります。 

安倍首相は「原子力規制委員会が安全を確認した原発は再稼働させる」との

べています。しかし、原子力規制委員会の田中俊一委員長は、規制基準を満た

した原発でも「絶対に安全であることを意味しない」と述べ、安全の確認では

ないことを認めています。 

新規制基準について安倍首相は、「世界でも一番厳しい規制基準」としていま

すが、しかし、東京電力福島第１原発事故の原因究明や検証が終わっていない

なかで、事故の教訓はくみつくされたものとはいえません。使用済み核燃料の

処理方法も確立していません。さらに事故を想定した防災・避難計画は自治体

まかせとなっており、国も規制委員会も検証しないとしています。国も規制委

員会も安全に責任を持たないまま、再稼働は許せません。 
千葉社長は１月２８日、「２号機が動けば値下げを約束する」（１月２９日付

け愛媛新聞）と述べ、電気料金の値下げを口実に２号機の再稼働も表明しまし

た。このことに強く抗議をするものです。 

原発は運転を始めたとたんに事故の可能性が高まり、危険な廃棄物もたまり

続けます。伊方原発は、閉鎖性海域である瀬戸内海に面しており、ひとたび伊



方原発で過酷事故が起これば、たちまち四国、中国、九州地方に大規模な射能

汚染が広がるとともに、瀬戸内海が重大な汚染を受けることは明らかです。 

この間の固定価格買い取り制度の中断問題は、政府と電力会社の見通しと対

応の悪さが、矛盾を大きくしました。原発再稼働をとりやめその費用を振り向

ければ、再生可能エネルギーの開発を大きく進めることができます。原発推進

ではなく、再生可能エネルギーを最優先した対策を求めます。 
以上の状況を踏まえて下記の要請を行います。 

 
記 

 
１．福島原発事故は、「天災」ではなく「人災」です。国と電力会社に加害責任

があります。「原発の再稼働」は福島原発事故を起こした電気事業者として

は本来あり得ないことです。同じ電気事業者として、福島原発事故の発生

責任をどのように認識しているのか明らかにされたい。 

２．原子力規制委員会の「新規性基準」の適合性審査を合格しても福島原発事

故の再発防止の保証のないものです。万が一の事故時の原子力災害対策、

避難計画の策定は、一方的に自治体に丸投げされ、多くの自治体は困難・

実効性が伴わないと明言しています。避難計画の実効性が伴わない実態に

ついてどう考えているのか。避難計画を自治体と共同してつくること。 

３．原発の廃炉費用について、経済産業省の有識者会議は２０１６年の電力小

売り自由化後も、電気料金に転嫁して利用者に負担を求める報告書案をま

とめました。廃炉費用はどのくらいか。また、使用済み核燃料の処理費用

はどのように考えているのか明らかにされたい。 

４．福島原発事故の最大の教訓は、原発に依存しない社会への転換です。伊方

原発は再稼働させず停止したまま廃炉にすること。 

５．東海・東南海・南海地震の同時発生も想定するとともに、日本最大の活断

層・中央構造線を再検証し伊方原発の耐震・津波対策の抜本的見直しをは

かること。 

６．四電は大幅な黒字になっている。利益を料金値下げで利用者に還元するこ

と。 
７．伊方原発の再稼働のための設備投資は直ちに中止すること。使用済み核燃

料などに対する安全な処理・処分技術の確立と厳重管理をはかること。 
８．伊方原発の周辺自治体と愛媛県のみならず四国の他の３県との安全協定を

結び、住民の不安や要望に応え、安全を守るための体制をつくること。 
９．太陽光、風力、水力、バイオマスなど再生可能エネルギーを最優先したと

りくみを進めること。そのための対策を早急に進めること。 
以上 


